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本研究は，木曽川の支流付知川上流域の中山間地域に位置する中津川市付知町を事例に，運材の合理

化・効率化を目指す輸送インフラの転換が，ローカルな社会経済に与えた影響を明らかにするという視点

から，地元集落における超長期的土地利用に関するメカニズムを解明することを目的とした．明治期から

戦前まで皇室財産である御料林を抱えていた付知において，集落外縁への木材産業立地をもたら

したものは河川流送から森林鉄道への運材インフラ転換ではなく，森林鉄道が自動車道へと転

用され，トラック輸送に転換されたことにあるという可能性を明らかにした． 
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1. はじめに 

 

(1) 研究の背景 

 平野の外縁部から山間部に至る，まとまった平坦な農

地が少ない地域を中山間地域という．中山間地域の農業

生産は地形的制約から不利な状況にあるが，そこでの農

村・農業は水源涵養や土壌浸食防止，土砂崩壊防止など

多面的な機能を有してきた．しかし近年は過疎化・高齢

化が進み，耕作放棄地の増大や森林の荒廃が著しい．地

域の衰退が深刻化しつつある状況において，農地を保全

し，生活や生業の基盤となるインフラを適切に整備，維

持管理していくことが求められる．また同時に，農地や

水系，森林といった地域資源と，それらと地域の人々と

の関わり合いの中で経時的な変容を経験してきた集落景

観の価値を読み解き，評価し，地域の将来像を描くプラ

ンに反映させていくことが必要である． 

 

(2) 研究の目的 

 本研究は，木曽川の支流付知川上流域の中山間地域に

位置し，長野県との県境一帯に国有林を有する，岐阜県

中津川市付知町を事例とする．付知を含む裏木曽一帯の

国有林は江戸時代尾張藩の藩有林であり，戦前は宮内省

帝室林野局が所管する御料林であった．筆者らはこの付

知を対象に，地域に残る様々な史料をデータプラットフ

ォーム化（表-1）し，建築，屋敷地，農地，水系，森林

といった多様なスケールを含む「領域史」1)の把握を目

指している．なかでも本研究は付知における超長期的な

土地利用の変化に着目し，旧土地台帳および地籍図を用

いた分析により，明治期以降の集落の土地利用変遷を明

らかにする． 

 付知は，林業・木材産業と農業を主要産業としながら，

交通の要衝として宿場的性格，付近農村の取引市場的性

格を有してきたという歴史がある．付知における農地の

広がりや産業・商業の立地は，用水路網や林道といった

産業を支えるインフラの変遷と，域外との人やモノの交

流を支える交通インフラの変遷との重なり合いの中で成

立し，変容してきた．本研究は特に林業・木材産業にか

かる運材インフラの変遷に着目し，運材の合理化・効率

化を目指すインフラの転換がローカルな社会経済に与え

た影響という観点から，付知の集落における超長期的土
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地利用に関するメカニズムを解明することを目的とする． 

(3) 既往研究の整理と本研究の位置付け 

 中山間地域については，様々な地域を事例とする研究

の蓄積がある．中山間集落の全体像を捉えようとする研

究としては，集落の高齢化率や人口と地理的特性との関

係を明らかにする研究 2)や，居住域の持続可能性を指標

に集落の類型化を試みる研究 3)等がある．地域資源やイ

ンフラの維持管理については，地域特性に応じた農林業

基盤の維持管理システムを提案するもの 4)や，地域の社

会的関係とインフラマネジメントとの関係について指摘

した研究 5)，耕作放棄地の発生メカニズムを解明する研

究 6)，空き家の管理実態を明らかにする研究 7)等がある．

分類 著者等 名称1 名称２ 発行年

11_1_地図 中津川市 公共財産管理システム 住宅地図重ね図 H20前後

中津川市 公共財産管理システム 一体利用位置図（航空写真重ね図） H20前後

中津川市 公共財産管理システム ファイル別名INDEX地図 H20前後

ゼンリン 住宅地図 S55,S60,H2,H6

国土地理院 1:50,000旧版地形図

T4,S11,S22,S24,S30,S35,

S47,S57,H4

国土地理院 1:25,000旧版地形図 S49,H1,H12

付知総合事務所 付知町地区町内会割図 R2

付知町役場？ 付知町区割図_字記載

中津川市 付知町区割図_居住域

付知町 付知町地区字一覧

中津川市 全市字界図

中津川市 中津川市全図1/50000

中津川市都市建築課 付知町地区広域図1/10000

付知町役場 付知町全図1/25000 H2頃

付知町役場 付知町管内図A0 1/4000 H12?

付知町役場 付知町管内図A0 1/2500 上・下 H12

付知Ginza会 付知GINZAマップ

中津川市 公共施設配置図及び建物情報 H25?

11_2_写真絵図 付知川大川狩絵図 S12?

過去の付知町まちなみ

11_3_旧土地台帳 旧土地台帳_棚位置一覧

旧土地台帳付属地図（210字）

旧土地台帳付属地図_1〜11区別統合

11_4_林業 付知町 林道台帳システムH30 1/10000付図 H30

林道台帳システムH30 1/1000図 H30

林道台帳システムH30 調書 H30

林道台帳システムH30 台帳 H30

林道台帳システムH30 写真 H30

林道台帳システムH30 林道・作業道図 H30

林道台帳システムH30 作業道図 H30

林道台帳システムH30 林道網図 H30

林道台帳システムH30 林道検索リスト H30

付知町 付知町森林基本図

11_5_用水 付知町 用水記録資料 西股用水改良事業概要 S40~45

付知町 用水記録資料 若宮用水見図 S55.1

付知町 用水記録資料 昭和54年度付知川沿岸地区維持管理調査 S55

付知町 用水記録資料 荏薙用水路隧道調 S55.10

付知町 用水記録資料

農業用水利施設（揚水桟及び首水工）の実態調

査 S57.7

付知町 用水記録資料 受益面積50ha以上用水調査 S57.7

付知町 用水記録資料 槙立堰堤（荏薙用水取水） S58.11

付知町 用水記録資料 土地改良関係任意団体調べ S59.12

付知町 用水記録資料 記録写真

付知町 用水記録資料 西股用水字分田地内トンネル部分 H7.8

付知町 用水記録資料

平成7年度公共砂防設備災害復旧事業工事仕様書

等 H7.11

付知町 用水記録資料 平成7年度公共砂防設備災害復旧工事図面 H7.11

付知町 昭和42年度慣行水利権届綴 慣行水利権の届出について S41

付知町 昭和42年度慣行水利権届綴 届出書 S42

付知町 昭和42年度慣行水利権届綴 届出書_地図付 S42

付知町 昭和42年度慣行水利権届綴 慣行水利等に係る実態調査について（依頼） S58.11

付知町 昭和42年度慣行水利権届綴

水利台帳調書（西股用水・鱒渕用水・荏薙用

水）

付知町 昭和42年度慣行水利権届綴 水利台帳調書（西股用水）

付知町 昭和42年度慣行水利権届綴 水利台帳調書（鱒渕用水）

付知町 昭和42年度慣行水利権届綴 水利台帳調書（荏薙用水）

付知町 昭和42年度慣行水利権届綴 水利台帳調書（正ヶ脇用水）

付知町 昭和42年度慣行水利権届綴 水利台帳調書（島畑用水）

付知町 昭和42年度慣行水利権届綴 水利台帳調書（倉柱揚水桟）

付知町 昭和42年度慣行水利権届綴 砂防設備台帳 S58.11

付知町 昭和42年度慣行水利権届綴 付知町全図用水位置

表−1 収集中の資料・史料リスト 
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生活サービスの点では，移動販売サービスや高齢者の買

い物行動に関する研究 8)9)10)，モビリティサービスに対す

る居住者利用意向や公共交通サービスの需要予測モデル

に関する研究 11)12)，高齢者通所介護施設や子育て支援施

設の立地特性と配置計画に関する研究 13)14)がある．そし

てインフラと土地利用との関係については，水利システ

ムと集落立地・土地利用との関係を明らかにする研究
15)16)や，交通インフラの変遷に伴う商業立地の変容を明

らかにする研究 17)がある．しかし林業や農業の生産・流

通システムと，街道沿いや幹線道路沿いへの商業立地と

いう都市的様相が，中山間地域を取り巻くインフラの経

時的変化の中で如何にして形成されたのかというメカニ

ズムは明らかにされていない．本研究は，明治期以降の

土地利用変遷の解明から，産業インフラの転換が集落内

の産業や商業の立地に与えた影響を明らかにしようとす

るという点で新規性がある． 

 続いて旧土地台帳と地籍図を照合し土地所有形態や土

地利用，地割の変化を明らかにする研究は，主に都市計

画分野での蓄積がある．旧土地台帳の運用には地域によ

って多少の差異はあるものの，明治 20 年前後に全国で

作成された台帳であり，また現在まで法務局等で保管が

なされているという点で汎用性は高い．小林らの一連の

研究 18)19)20)では，旧土地台帳をモデル推定が可能な形式

にデータベース化し，地主毎の土地所有履歴という実デ

ータを用いて動学的土地所有形態選択モデルを定式化す

ることに成功している．また文化的景観や保全の立場で

は，超長期的な土地利用変遷から歴史的なランドスケー

プに基づくゾーニングを抽出し，保全すべき地区を顕在

化させようとする研究 21)や，伝統的な土地利用に基づく

集落空間の構成とその変容を明らかにした研究 22)23)があ

る．その他，土地所有と利用の変化を詳細に追うことで，

山村の開拓史や入植地整備の実態を明らかにした研究
24)25)や，散居集落の土地利用パターンと所有ユニットの

変容を明らかにした研究 26)，地域固有の空間特性の継承

と特徴的な土地所有形態を明らかにした研究 27)がある．

また城下町の構造に近代以降の災害が与えた影響を分析

した研究 28)では，マクロな都市構造の中での位置関係や

被災の有無，近世の地区の特徴等の違いが，地区毎の地

割動体の違いとして現れたことが指摘されている． 

 以上より，旧土地台帳と地籍図を用いて筆単位での地

目や所有者変化を分析し，超長期的な土地利用や土地所

有の動態を解明する手法は確立されてきている．また被

災の有無や交通インフラの外挿が，地割の動態に影響を

持つことも明らかにされている．しかし中山間地域につ

いては，林業や農業の生産・流通システムとそれを支え

るインフラ，そして生活を支える交通インフラが，地域

の土地利用や所有形態と如何なる関係を持ち，産業や商

業等の立地を規定してきたかという点を明らかにする研

究はない．本研究は既往研究における分析手法を参考に

しつつ，付知における林業インフラの転換と産業・商業

立地との関係を考察するという視点から，明治期以降の

超長期的な土地利用変遷を明らかにする． 

 

(4) 研究の方法と構成 

 本研究は，第 1章にて研究の枠組みを整理する．第 2

章では，既往研究・郷土資料を基に御料林経営の特徴を

概観し，戦前の付知の林業・木材産業と運材インフラの

変遷を整理する．第 3章では，旧土地台帳と旧土地台帳

付属地図を用いて明治期以降の土地利用変遷を明らかに

する．一般的に旧土地台帳は昭和 35 年に不動産登記簿

へ移行されたが，付知の旧土地台帳は移行後も情報が転

記され続け，平成 20 年前後までの記載が確認できる．

しかし照合する旧土地台帳付属地図には昭和 36 年以降

の筆界の変化が反映されていないため，本研究では分析

期間を昭和35年までとした．最後に第4章を結論とし，

運材インフラの転換と集落の土地利用変遷との関係につ

いて考察を行なう． 

 なお付知は尾張藩領の藩政村であった時代から，明治

21 年の町村制による恵那郡付知村の成立，明治 30 年の

町制施行による付知町の成立と，その規模を変えること

なく単独での昇格を果たしている．平成 17 年に周辺６

町村と中津川市へ編入合併をし，旧町域は中津川市付知

町となった．本研究では藩政村としての付知村から中津

川市付知町までを指し，付知と呼ぶ． 

 

 

2. 付知の御料林と運材インフラの変遷 

 

(1) 国有林史における御料林の位置付け  

 御料林に関する研究は主に林業経済学の分野に蓄積が

あり，まず成立過程や経営に関する研究 29)がある．運材

インフラに関しては，木曽谷の運材技術の史的研究 30)と，

森林鉄道の導入要因と御料林経営の関係についての研究
31)32)がある．御料林経営とローカルな社会経済との関係

については，木曽谷の産物販売制度と地元産業に関する

史的研究がある 33)．本節ではこれらを参考に，国有林史

における御料林の 位置付けを整理する． 

 日本の国土面積の約 7割を占める森林のうち，約 3割

は国有林である．この国有林の母体は，明治初期に政府

に編入された藩有林・社寺有林から成る官林と，官民有

区分事業により官有とされた森林原野である．明治 14

年の農商務省の設置とともにこれらは農商務省山林局所

管となり，明治 22 年までに北海道国有林と皇室財産で

ある御料林が分離独立した．昭和 22 年の林政統一によ

り林野庁の一括管理となる以前は，山林局所管国有林，

内務省所管の北海道国有林，宮内省帝室林野局所管の御
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料林の三者が存在していた 29)． 

 この国有林をめぐる所管の違いは，戦前の林野経営の

展開に様々な相違をもたらしたことが知られる．一般会

計下での経営が行われていた山林局国有林は，少ない事

業予算の中で主に立木の払い下げによる木材供給を行な

っていたが，他方で収益の繰り入れによる国家財政への

貢献という社会的要請があった．こうした事情と木材需

要の増大を背景に，山林局は明治 32 年から国有林野特

別経営事業を実施し，不要林野の売り払いを原資とする

積極的な直営生産（国自らが素材生産を行うこと）を推

進した．伐出材の販売は生産地での販売（以下，生産地

処分）を中心とし，公売の他，地元製材・木工業者との

随意契約による「特売」が行われた．国による直営生産

化は運材手段の合理化，効率化へとつながり，明治 43

年に本格運用を開始した津軽森林鉄道を皮切りに，国有

林内の運材インフラは車道や牛馬道，木馬道から森林鉄

道へと切り替わった 31)． 

 他方で木曽川・天竜川・大井川・富士川・相模川等の

流域にまとまった形で存在した御料林の経営は，皇室収

入の増収と安定化を目的に，特別会計の下で行われた．

木曽ヒノキを主とする優良材は生産地処分を避けられ，

名古屋・大阪・東京へと輸送された．御料林に編入する

官林の一条件を「大河川を利用した流送による運材手段

が確保されている」としたことが，生産地から離れた一

大消費地での処分を可能にした．特に尾張藩の藩有林で

あった木曽・裏木曽の御料林は，藩政時代から木曽川を

利用した流送方式を確立しており，伐出された木材は名

古屋熱田の白鳥木場（後の白鳥貯木場）へと運ばれ，藩

用材以外は名古屋の材木業者に売り払われていた．この

大都市への運材手段の確立と市場の木材需要に応える外

的圧力の小ささが，森林鉄道の敷設時期を遅らせたと考

えられている 31)32)．地元製材業・木工業への特売枠も多

少は存在したが，その数量が増加するのは戦後のことで

あった 33)． 

 このように山林局国有林と御料林とでは，林野経営の

展開にも，地元木材産業との結合にも明確な違いがある．

明治期から戦前にかけて伐出材の多くが集落を素通りし

大都市へと運ばれた，まさに林業・木材産業の「川上」

に位置した木曽や裏木曽において，運材インフラの発展

とそれに伴う伐出量の増加は，ローカルな社会にどのよ

うな影響を与えたのだろうか． 

 

(2) 付知の概要 

a) 地勢 

 付知は岐阜県東濃地方の木曽川以北に位置し，ほぼ中

央を木曽川の支流付知川が貫流し，長野県との県境に国

有林が広がる（図-1）．阿寺断層の断層谷に沿って付知

川が流れ，河岸段丘上の平坦地から山裾にかけて集落域

が広がり，一部山間にも集落が点在する．付知川右岸は

「川西」，左岸は「川東」と呼ばれる．森林面積は総面

積の 88%（約 6,500ha）を占め，うち私有林が 56%，国有

林が 35%，公有林が 8%である． 

 町内自治の単位には 11の区と 41の町内会があり，寄

合としては 11 区長による区長会，各区内の町内会長に

よる区会，そして町内会がある．各町内会は 10 世帯前

後ごとの班で分けられ，葬儀や奉仕活動は班単位で行わ

れる．町内会の前身は戦時統制下に部落会として成立し

たものであるが，その範囲は古くからの生活単位を継承

しているため，本研究では 41 町内会を集落と呼称する．

また付知全体は 217の字に分かれるが，生活の中で字名

や字界が意識されることは少なく，集落は複数の字にま

たがって成立している．人口は江戸末期の嘉永 5 年に

2,985人，明治 6年 3,531人，大正 14年 6,965人と増加

し，昭和 21年の8,808人をピークに現在は約 5,500人で

ある 34)35)．  

b) 生活・生業 

 昭和 10 年の『岐阜県商工産業人名大鑑』にて，付知

には次のような説明が与えられている．「郡の北部にあ

る山の町，北恵那鉄道の終点駅のあるところ．同鉄道に

よって中央線及び中津に接続している．何といっても，

山の町であるから木炭，木材の集散地，絹織物も盛ん，

附近山村の取引市場として繁昌している．どちらかと云

えば半農半商で，戸数千四百戸，人口八千人，名所とし

ては県社護山神社である」36)．四方を森林に囲まれ，付

知川が最も低いところを流れるという地形ゆえ，灌漑用

図−1 付知全体図 
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水を確保することが非常に難しい土地であった．江戸時

代に庄屋田口慶郷の尽力で鱒淵用水（文政 13 年），西

股用水（嘉永 4年），荏薙用水（嘉永 5年）等の用水が

開削され開墾が広がるが，戦前までの生産力は決して高

くなく，農家の最たる現金収入は養蚕であった 34)35)． 

 付知が有した農林産物や繭，生糸等の取引市場として

の性格は，交通の要衝であったことによる．中山道と飛

騨を結ぶ南北街道が川西を付知川に沿って通り，さらに

南北街道を分岐し王滝村方面に北上する御嶽新道は明治

期以降御嶽山の参拝道となった．行商人や御嶽詣の信者

が落とす宿代や飲食代が付知の町を潤し，街道沿いに商

業が集積した 35)． 

c) 林業・木材産業  

 尾張藩の支配下にあった江戸時代，付知を含む裏木曽

の山林は全て藩有林であり，優良材が生立し平素の伐採

を禁じられた「御留山」，狩猟用の鷹を得るために保護

された「御巣山」，「木曽五木」を除いては住民の入会

採取を認めた「明山」という三つの管理区分が存在した．

木曽五木とは藩の「停止木制度」により伐出が禁じられ

た五種類の木のことで，ヒノキと，ヒノキに外観が近く

利用価値の高いサワラ，アスナロ，ネズコ，コウヤマキ

が指定され保護が図られた．「木一本，首一つ」と言わ

れるほど，木曽五木の伐出は厳しく罰せられた．この時

代地元住民は，藩用材の伐採請負等を生活の糧にしてい

た．明治初年の版籍奉還と官民有区分事業を経て，付知

の森林は木曽五木が広がる官林と民有林に分けられ，官

林は明治 22年に御料林に編入された 35)． 

 皇室財産である御料林の権威は絶対であり，麓の 4区

に設置された御料局付知出張所は「御料」や「御料局」，

職員は「官員さま」と呼ばれたという．現場で木材を伐

出する杣人や，秋から冬にかけて木材を流送する川狩衆

は付近からの出稼ぎも多く，賃金林業の大半を地元住民

が担っていたという構図ではない．数百人単位で入山す

る杣人や川狩衆に御料局が支払う賃金は付知の町に落と

され，街道沿いに商業が増え，川狩衆が寝泊まりをする

「狩宿」が何軒も存在した 34)35)． 

 御料林から伐出される木曽ヒノキを主とする優良材は，

生産地処分を避けられ遠隔地へと輸送された．地元業者

への特売枠がある程度確保されるのは戦後林野庁の所管

となってからであるが，質の良い付知の民有材にも一定

の市場価値があった．明治 15 年頃には数名の材木業者

が現れるが，小口業者は大成しなかった．地元製材業は

明治 30 年代に五つの工場が操業を開始するなどいくつ

か存在し，民有林の松や杉，モミ，栗を盛んに製材し，

駄馬によって名古屋や中津に輸送された．この時代の製

材工場のうち町史から所在が分かるものは，N 製板工場

（8区，川西），F商店（4区，川西），K製材場（2区，

川西），T 製板場（9 区，川東）であり，町内に分散し

立地していた 34)． 

 明治期以降の付知において，製材業が主要な産業であ

ったことは確かである．しかし町内に製材工場が増える

のは，戦後復興期から高度経済成長期にかけてであった．

昭和22年に8軒だった製材工場は，昭和48年に28軒ま

で拡大した．明治期から戦前の付知の林業・木材産業は，

御料林での素材生産に携わる賃金林業，御料林から払い

下げられたヒノキの風倒木や古損木を利用し榑を販売す

る小白木商，製材業，零細木工業，そして農家の副業と

しての炭焼きなどであった 34)． 

 

(3) 明治期以降の運材インフラの変遷 

a) 河川流送 

 尾張藩の時代に確立した付知川・木曽川を利用した流

送は，御料林となって以降も安定した運材手段として継

承された．現場で伐採された木材は夏の間に現場近くの

土場に集められ，水量が安定する秋から冬にかけて川狩

が行われた．輸送する木材の一部で組んだ堰で川の流れ

をせき止め，一気に放出する水量と水勢で木材を下流へ

流し，堰を壊して流し，また数百メートル下流で堰を組

むという工程を繰り返した．付知川から木曽川へと狩ら

れた木材は，名古屋熱田の白鳥貯木場へと運ばれた 37)． 

b) 北恵那鉄道と付知森林鉄道の敷設 

 大正 13 年木曽川中流部に大同電力が大井ダムを建設

図−2 裏木曽の運材インフラ図 
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したことを機に，御料林から伐出された木材の河川流送

は陸路輸送へと転換する（図-2）．木曽川を横断するダ

ム建設は，付知川を使った木材流送を不可能にするもの

であった．流送から陸路輸送への切り替えには，現場の

土場から麓への森林鉄道の敷設が必要であり，さらに大

都市への輸送には国鉄との接続を必要とした．しかし付

知の御料林から最寄りの中央本線中津川駅までは約40km

の距離があり，この距離を森林鉄道のみで輸送すること

は現実的でなかった 31)． 

 そこで大同電力が出資し，中津町から下付知までの約

22kmを結ぶ北恵那鉄道が流送の代替運材インフラとして

敷設された．北恵那鉄道の開業からしばらくは流送と鉄

道輸送が組み合わされ，伐採現場近くの土場から流送さ

れた木材は下付知土場で陸揚げされ，下付知駅から貨車

に乗って北恵那鉄道中津町駅まで運ばれた後，国鉄中津

川駅から中央本線で輸送された 31)． 

 その後帝室林野局名古屋支庁付知出張所の手により，

更なる輸送力の向上を目的として，北恵那鉄道下付知駅

に隣接する貯木場を起点とする森林鉄道の建設が進めら

れた．昭和 13 年度に下付知貯木場から渡合までの付知

林道本線（18,439m，森林鉄道 1 級）が，本昭和 16 年度

に本線終点手前で分岐する西澤林道（4,557m，2 級）が，

昭和19年度に本線を宮島で分岐する東股林道（5,500m，

2級）が，昭和26年度に本線を赤石手前で分岐する井出

の小路林道（5,241m，2 級）が開設された．また付知出

張所前，宮島，赤石，という三か所に停車場が設置され，

本線の終点である渡合には事業所や合宿所，機関庫が置

かれた．付知本線と三つの支線は輸送力の増大に貢献し，

河川水量を問わない終年の運材を可能にした 38)． 

 これら付知の森林鉄道は沿線住民の便乗をある程度は

認めており，地元では「軽便」や「軽便鉄道」と呼ばれ

重宝された．ただし民有材の輸送には相変わらず木馬道

が使われ，木材は橇に乗せて人力で運ばれていた 35)． 

c) トラック輸送への転換 

 戦後の皇室財産解体とともに，付知の御料林は林野庁

所管国有林へと編入した．そして林野庁による昭和 32

年度の「国有林生産力増強計画」を契機に，より合理的

な運材手段の確保を目的として森林鉄道から自動車道へ

の転換作業が始まる．付知では地元土建会社により軌道

撤去が行われ，昭和 37 年度に全線が廃止された．ほと

んどの路線は自動車道に格上げされ，町道や併用林道に

転用されている 38)． 

 このように森林鉄道の自動車道への転換が進む一方で，

民有林内でも民有材の伐出に必要な路網整備が着実に行

われた．戦後の復興需要から高度経済成長期にかけて国

内の木材需要が増大する中，かつて御料林の運材を担っ

た森林鉄道は，トラック輸送へと完全に切り替わった． 

 

(3) 小結 

 木材をより高値で売ることを目的に，一大消費地への

遠隔輸送を前提とした付知の御料林経営において，昭和

10 年代に始まる河川流送から森林鉄道へという運材イ

ンフラの転換は，終年の輸送を可能にし，伐出量の増大

をもたらした．しかしこのことが，地元木材産業に渡る

優良材の量を著しく増加させたわけではない．戦前の御

料林の木材は付知の集落を素通りし大都市へと運ばれる

ものであり，生産地処分量が増えるのは戦後国有林に編

入されてからであった．  

 その後，昭和 30 年代後半に本格化する森林鉄道から

自動車道への転換と路網整備，そしてトラック輸送の発

達は，国有林材のみならず民有材の輸送をも合理化する

ものであった． 

 

3. 付知・秋津集落周辺における明治期以降の土  

地利用変遷 

 

(1) 秋津集落周辺の位置付け  

 前章にて整理した明治期以降の運材インフラの変遷が，

ローカルな産業や商業の立地にどのような影響を与えた

のかという視点をもち，麓集落の土地利用変遷を明らか

にする．ここでは41ある集落のうち，7区秋津集落とそ

の周辺を事例とした（前掲図-1）． 

 秋津集落は五つの班から成り，集落界は図-3 の黄色

波線で囲った内側である．班界は現在の町内会長の協力

のもと引いているが，必ずしも固定的でなく，様々な要

因で境界線が変動をしてきた点に留意する必要がある．

現在の集落界は，字堀端，字寺畑，字石鋪（付知川を挟

んで川東の一部も含む）の字界とは一致していない．明

図−3 秋津集落周辺の構成 
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治期以降の正確な集落界が不明であること，そして分析

に用いる旧土地台帳及び旧土地台帳付属地図が字を単位

として作成されていることから，本研究では字堀端，字

寺畑，字石鋪の川西側を分析の範囲とし，これを秋津集

落周辺と呼ぶ． 

 秋津集落周辺は，かつての下付知貯木場と付知出張所

前停車場の中間に位置し，集落の山際を森林鉄道が通過

し，かつ中央を南北街道が貫通するという立地である．

森林鉄道が集落内に敷設される前後（昭和 13 年）の土

地利用比較と，森林鉄道から自動車道への転換がなされ

る直前（昭和 35 年）までの土地利用変化を見ることが

でき，運材インフラの転換が地元集落の土地利用に与え

た影響を考察するのに適当な事例である．貯木場や停車

場といった森林鉄道の関連施設が立地した集落と，それ

らが立地せず単に通過地であった集落とでは，土地利用

の変化にも異なる様相があったと推察できる．本研究で

は特に後者の変化を明らかにすることとし，秋津集落周

辺を事例とした． 

 ここでは分析に入る前に，明治期以降秋津集落周辺に

存在した製材業・木工業について整理を行う．図-4 は

町史（文献 34)pp.867-869）の記録を基に作成した，昭和

22 年時点の付知全体の製材工場・木工所の分布図であ

る．製材工場が 8軒，曲輪曲物，桶，家具などの木工所

が 86 軒と，後者が多く存在した．また川東と比べて，

川西により多くの工場が立地していたことが分かる．特

に秋津集落周辺が含まれる 7区が25と突出して多い． 

 秋津集落に限っては，昭和 22 年時点で製材工場は無

く，6軒の木工所があった．その後昭和48年の記録（文

献 34)p.864）は製材工場のみの記載であるが，町内 28軒

のうち 7区内に 5軒，うち 3軒が秋津集落に立地してい

た．これら昭和 22年と昭和 48年時点で存在した工場の

創業時期と詳細な立地については，以下の土地利用変遷

の分析内で都度言及する．なお本研究で扱った文献資料

の限界から，明治期から昭和 22 年までに創業し廃業し

た製材工場・木工所の有無については捉えられていない． 

 

(2) 地籍図の復元と土地利用図の作成  

a) 字図（図-5） 

 分析には，字堀端，字石鋪，字寺畑の三つの字の旧土

地台帳と旧土地台帳付属地図（以下，字図）を用いた．

字図には作成年及び作成者の記載は無いが，旧土地台帳

の運用が始まる明治 21 年頃までに作られたと考える．

不動産登記簿に移行される昭和 35 年までの分合筆によ

る筆界の変化が反映されているが，一部上から和紙を重

ねて新たな筆界が描かれており，変化前の古い筆界が判

断できない箇所が存在する． 

b) 旧土地台帳 （図-6） 

 三つの字の旧土地台帳において，記載された年月日の

うち最も古いものは明治 21年であった．また昭和 35年

に不動産登記簿への移行がなされて以降も情報が転記さ

れ続け，最新で平成 22 年までの記載を確認することが

できた．これら台帳に記載された地目や所有者，分合筆

の変化を全てエクセルシート上にデータベース化した． 

図−5 字図 

図−4 昭和 22年時点の製材工場・木工所の分布図 

図−6 旧土地台帳の様式（右：公認自由，左：沿革） 
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 ただし合筆により閉鎖された地番の台帳については，

全てファイルから抜かれており現存しない．その地番が

元々分筆により成立したものである場合は，分筆元の地

番の台帳に残る「○年○月○日，本番の-○へ分筆（分

割）」という記録と，合筆先の地番の台帳に残る「○年

○月○日，○○○○-○を合筆（合併）」という記録か

ら，その地番がいつからいつまで存在したかということ

を明らかにできた．しかし地番が存在した期間の地目や

所有者の変化は空白である．また戦後になって換地処分

がなされた場合も古い地番の台帳が抜かれているため，

昭和 59 年〜61 年に「県単独土地改良事業ほ場整備事業」

が実施された字石鋪の川西の一部は，昭和 61 年以降の

地目・所有者情報しか残されていない． 

 さらに特徴的な運用点として，途中での地番変更が挙

げられる．○○○○-1-1 と○○○○-1-2 と連番で表記さ

れていた2筆が，○○○○-1と○○○○-10に切り替わる

というようなことが起きていた．これについては前後の

地番との関係や分合筆の動向を精査し，情報を整理した． 

c) 地籍図の復元手順 

 以上のような特徴をもつ字図と旧土地台帳を照らし合

わせ，地籍図の復元作業を行なった．分析期間は昭和

35年までとし，明治 23年から 10年間隔で 8時点（明治

23年・明治 33年・明治 43年・大正 9年・昭和 5年・昭

和15年・昭和25年・昭和35年）の復元地籍図を作成し

た．ベースとなる字図は昭和 35 年時点の筆界が描かれ

たものであるため，この字図をトレースした上で分合筆

の情報を照合し，各時点で存在した地番のかつての筆界

を復元した．上から和紙が貼られるなどして古い筆界が

判別できない箇所は，やむを得ず分析から除外した．  

d) 土地利用図の作成 

 復元した 10 年毎の地籍図を基に筆単位で地目を塗り

分け，各時点での土地利用図を作成した．字図上で当時

の筆界が判別できない地番は，分析から外し白色とした．

また昭和 35 年以降に合筆閉鎖された地番を含め，地目

は不明だが筆界を確認することができた地番は，各時点

の筆界のみを復元し土地利用は白色とした． 

 土地利用図は字ごとに作成し，最後に三つを統合した．

元々の字図が手書きかつ精密なものでは無く，字と字の

境界が一致しないため，重複する部分がないように字界

をわずかに離して統合した（図-7，図-8）． 

 

(3) 秋津集落周辺の土地利用変遷（明治 23 年〜昭和 35

年） 

a) 明治 23年 

 明治 23 年は官林が御料林へと編入された翌年である

が，付知川側の字石鋪は田が多く，宅地と畑がセットに

なっている．さらに付知川沿いに帯状になって山林が広

がり，水路が南流している．一方で街道を軸に山側は水

路が網目状になり，その両側に田畑が張り付いている．

北西部の字堀端に畑が集中しており，街道沿いと字寺畑

には一団的な田が広がる．付知川沿いと山裾に比べると

街道に沿って宅地が立地しているが，密集はしていない．

農地の間にも宅地が点在している． 

 先に触れたように，付知では明治 10 年代に数軒の材

木業者が現れている．文献 39)には大成した 2名の氏名が

残されているが，明治 23 年時点で秋津集落周辺に彼ら

が所有する土地はない．ただし戦前のこのエリアは大部

分の土地を数名の大地主が所有する構造のため，店子と

して材木業者が存在した可能性は否定できない．  

b) 明治33年 

 山側では，田から宅地への変化が 6筆，畑から宅地へ

の変化が 4筆，宅地から畑への変化が 1筆，田から畑へ

の変化が 1筆で生じている．また山裾の原野 3筆が開墾

され畑となっている．付知川側では 2筆が田から宅地へ

変化し，不明（白色）から 1筆が畑となった．宅地が増

えていることは確かだが，集落全体として大きな土地利

用の変化は見られなかった． 

 この時点の全地番の所有者をデータベース上で確認す

ると，一目で製材業や木工業と分かる氏名や社名等はな

い．しかし明治 10 年代に創業した材木業者のうち 1 名

（以下，F1氏とする）が，字寺畑の街道沿いの田4筆と

宅地 3筆，字堀端の畑 2筆と原野 1筆，字石鋪の街道沿

いの田 1筆を所有している．これら 11筆は全て明治 23

年時点の同一所有者から F1 氏へと所有権移転がなされ

ており，かつ苗字が同一のため，親族間での移転と推察

される．したがって明治 23年時点で F1氏が集落内に居

を構えていた可能性はあるが，いずれにしても街道沿い

に所有した宅地が住居か材木業の拠点かは不明である． 

c) 明治43年 

 街道に面した宅地が増加し，田や畑の形状にも僅かに

変化がある．しかし北東部に畑がまとまって存在し，街

道沿いに宅地が並び，農地の中に宅地が点在するという

土地利用構成には大きな変化が見られない． 

d) 大正9年 

 付知川側，山側ともに街道に面した宅地がさらに増加

し，宅地の連担が形成され始めている．付知川と街道の

間，山と街道の間には大きな土地利用変化は見られない． 

e) 昭和5年 

 街道沿いの宅地がさらに増加している．付知川と街道

の間，山と街道の間は僅かに農地の宅地化があるが，大

きな変化は見られない． 

f) 昭和 15年 

 北恵那鉄道が開通し，さらに下付知貯木場と渡合を結

ぶ付知林道本線が敷設された 2年後である．集落山裾の

農地を貫通する形で軌道が敷設されたことが分かる．軌

道上の筆は後に合筆されたため台帳に抜けがあるが，合
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筆を受けた地番から推察するに地目は全て御料地であっ

たと判断する．所有者は宮内大臣である． 

 街道沿いの宅地がさらに増加しているが，集落山裾に

森林鉄道が外挿された直後の時点では，軌道沿いの土地

利用に変化は無く農地のままであった． 

g) 昭和 25年 

 林政統一によって御料林が国有林へ編入された 3年後

である．国有林から伐出された素材の生産地処分枠が拡

大し，地元製材業・木工業へと渡る国有林材の数量が増

加し始めた時期と言える．全体として，昭和 16 年以降

の 9年間で田畑の細分化が著しく進んでいるが，これは

戦後の農地改革によるものと判断できる．前述のように，

戦前の秋津集落周辺は数名の大地主が一団の農地を所有

するという構造であった． 

 森林鉄道沿いの土地利用に目立った変化は無いが，街

道と森林鉄道との間の比較的広い畑が宅地に変化してい

図−7 明治 23年から大正9年 秋津集落周辺の土地利用変遷 
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ることが読み取れる．データベースで確認すると所有者

は戦前の大地主（以下，F2 氏）のままであるが，大き

な屋敷であったのか，木材産業系の工場であったのかは

不明である．ただし前節にて整理したように，昭和 22

年時点の秋津集落周辺に製材所は無く，木工所が 6軒あ

った．この 6軒のうちに F2氏の氏名はない．このうち 5

軒は旧土地台帳に土地所有者としての記録が無く，おそ

らく店子として営業していたと思われる．したがって 5

軒のいずれかが F2 氏の宅地を借りて木工所を開いてい

た可能性は否定できないが，この点については明らかに

できていない．なお唯一所在の分かるU木工所は昭和21

年に創業し，付知川側の街道沿いに立地した． 

h) 昭和35年 

 森林鉄道が全線廃止される 2年前，付知の製材業・木

工業が活況を呈していた時代である．昭和 25 年以降の

目立った変化として，以下の二点がある．一点目は森林

図−8 昭和5年から昭和 35年 秋津集落周辺の土地利用変遷 
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鉄道沿線への宅地の立地である．補足資料として昭和

55 年の住宅地図 40)を確認すると，昭和 35年時点の所有

者と同一で，かつ昭和 55 年時点では住宅である．昭和

48年時点で秋津集落周辺に存在した3軒の製材工場とも

氏名が一致しないことから，昭和 35 年時点も住宅であ

った可能性が高い． 

 二点目は，沿線沿いの畑が雑種地へと変わっている．

当時の所有者の職業と使われ方は不明であるが，昭和

39年以降は H木材が所有しており，昭和 55年の住宅地

図では「木材オキバ」となっている．H木材は昭和48年

時点で存在した 3軒の製材工場のうち 1軒であり，創業

は昭和 28 年である．雑種地北側の道と街道がぶつかる

角地を昭和 28 年から所有し，現在まで操業を続けてい

る．昭和 35 年時点も前の所有者が木材置き場等として

利用していた可能性は否定できないが，少なくとも軌道

撤去後の昭和 39 年以降は製材工場の所有となり，木材

置き場として利用していたと考えることができる． 

 最後に，昭和 48 年時点で秋津集落周辺に存在した製

材工場のうち，残りの 2軒に触れる．1軒の S林業は，

昭和 26年から昭和 35年の間に畑が宅地化したとして言

及した，F2 氏所有の土地に立地した．旧土地台帳の記

録より S 林業の所有となるのは昭和 54 年であるため，

昭和 48年時点では F2氏の店子であったと推察できる．

昭和 22 年時点で集落内に製材工場は存在しなかったこ

とから，S林業は昭和 23年から昭和 48年の間に店子と

して製材工場を創業したと考えるのが妥当である．残り

一つの Y木材の創業年と当時の所在は明らかでないが，

創業年は昭和 23年から昭和 48年の間である．そして昭

和 35 年時点で森林鉄道沿いに張り付いていた唯一の宅

地の所有者ではないことから，街道沿いもしくはその一

本裏手に立地していたと判断する． 

 以上より昭和 35 年時点で秋津集落周辺に存在した製

材工場は街道沿いの H木材であり，創業した可能性のあ

る製材工場は一本裏手の S林業と，街道沿い又は一本裏

手の Y 木材である．また昭和 22 年時点で存在した木工

所6軒のうち， U木工所は付知川側の街道沿いで現在ま

で続き，5軒のうち1軒は昭和27年に名古屋の熱田へと

移転したことが分かっている．残り 4軒の廃業または移

転時期は不明であるが，いずれにしてもその立地は街道

沿い又はその一本裏手であった．森林鉄道が撤去される

直前の昭和 35 年時点では，軌道沿いに製材工場や木工

所が張り付くことは無く，街道沿い，付知川と街道の間，

森林鉄道と街道の間のいずれかに立地していたと言える．  

 

(3) 小結  

 昭和 13 年度に生じた秋津集落周辺への森林鉄道軌道

の外挿は，宮内省が宅地の立地していない山裾の畑を買

収する形で実現した．その後昭和 35 年までに森林鉄道

沿線に張り付いた宅地は 1筆のみであり，製材工場や木

工所は街道沿いもしくはその一本裏手に立地した．集落

周辺の土地利用に見られた大きな変化は，街道沿いでの

宅地の連担の形成と，街道と付知川，街道と森林鉄道と

の間の農地の宅地への転用であった． 

 令和 3年現在，軌道撤去後の自動車道沿いには，秋津

集落周辺だけで 1軒の製材工場が立地している．さらに

振り返ると，昭和 50 年代以降もう 1 軒の製材工場が存

在した．また製材工場が旧軌道沿いに木材置き場を確保

し始めたのも，昭和 39 年以降である．秋津集落周辺に

おいて森林鉄道沿いへ地元木材産業施設の立地が生じる

のは，御料林が国有林となり，森林鉄道が自動車道へと

転換し，運材手段がトラック輸送へと切り替わって以降

であることを明らかにした． 

 

 

4. 結論 

 

(1) 明治期以降の土地利用変遷と運材インフラの転換

との関係 

 皇室収入をより多く，より安定させることを目的とし

た明治期から戦前の御料林経営において，木曽ヒノキを

主とする優良材は麓の集落を通り過ぎ，名古屋・東京・

大阪の一大消費地へと輸送された．地元の製材工場や木

工所が扱う国有材は山林局国有林と比べて少なく，御料

林から払い下げられた風倒木や古損木，そして民有材が

ほとんどであった．したがって運材インフラの河川流送

から森林鉄道への転換は，御料林からの伐出量を増大さ

せたが，地元木材産業へと渡る御料材の量を大きく変え

るものではなかった．事例とした秋津集落周辺では，山

裾に外挿された森林鉄道沿いに製材工場や木工所は立地

せず，沿線の土地利用に変容は見られなかった． 

 しかし戦後の御料林の解体，そして森林鉄道から自動

車道への転換と民有林内での林道整備，トラック輸送の

発達は，集落周辺の森林鉄道跡沿いの土地利用を変え，

製材工場や木材置き場の立地を生じさせた．流送から森

林鉄道への転換ではなく，森林鉄道から自動車道への転

換が，地元木材産業の立地に変化をもたらすものであっ

たと言える． 

 以上，一集落の超長期的土地利用変遷を，運材インフ

ラの転換とローカルな社会経済との関係という観点から

考察した．御料林経営の合理化を目指した麓集落への森

林鉄道の外挿は，地元木材産業の立地を直接的に刺激す

ることはなく，集落外縁への産業立地は自動車道への転

換によってもたらされたという可能性を示した． 

 

(2) 御料林経営のローカルな社会経済への間接的貢献 

 秋津集落周辺で見られた明治期以降の特徴的な土地利
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用変化は，街道沿いへの宅地の集積であった．ただし街

道沿いに立地した工場の数は多くなく，その大半は住宅

または商店等である．付知の明治期以降の街道沿いへの

商業集積は，付近農村の行商や製糸工場への出稼ぎ女工，

御嶽詣の信者たちによる貢献が大きい．そして御料林で

の賃金林業に従事する数百人単位の出稼ぎの人夫もまた，

町を潤す重要な存在であった．宮内省による御料林経営

は，人夫への賃金を介して付知の商業を活性化させるも

のであり，ローカルな社会経済への間接的な貢献があっ

たと言えよう． 

 

(3) 今後の課題 

 本研究は，秋津集落周辺の一事例を取り上げ，超長期

的な土地利用を解明し，運材インフラ転換との関係につ

いて考察を行なった．しかし貯木場や森林鉄道の停車場

が置かれた集落周辺では，他とは異なる土地利用変化が

生じていた可能性がある．また本研究で参照した文献資

料の限界から，地元製材工場・木工所の創業年や立地を

の特定には課題を残している．他の集落における超長期

的土地利用の分析と，東濃森林管理署を主とする付知の

林業・木材産業に関係する主体へのインタビュー調査に

ついては，今後の研究課題とする． 
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